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令和２年度事業報告 
 

Ⅰ．事業の実施状況 

 

   当期の奨学給付費の実績は 108,300 千円となり、研修費・入団式の開始にかかる奨学生指導費

の実績は新型コロナウィルス感染拡大に伴い開催中止となったため 0 千円となりました。 

また、事業運営費の総額は 6,631 千円となっております。 

奨学生の今期採用人数は 23 人であり、総数は 67 名となっております。このほか、本年度は新型

コロナウイルス禍により困窮する日本人学生に向けた緊急支援を 86 名に行いました。 

 

 

1. 収   支 

 

   経常収益は、㈱パン・パシフィック・インターナショナルホールディングス配当金の振替

額 127,374 千円を含む 128,326 千円となりました。 

   経常費用は、124,358 千円となり、前年度より 33,737 千円増加しております。 

   前年度より大きく増加した費用項目は事業費における奨学給与費（日本人学生緊急支援と

して 25,800 千円を支給）、給与手当（人員変更に伴う出向料の増加）、管理費の支払手数料

（変更認定申請に伴う作業費）です。 

減少した費用項目は、事業費における奨学指導費（研修会等の中止）、旅費交通費（海外出

張の減少）ですが、いずれも新型コロナウイルス等による影響によるものです。 

 

 

 

Ⅱ．処務の概要 

１．役員等に関する事項  

 

理 事 定数 6 人～10 人 任期２年  

現在数 常勤１人、非常勤５人、計 6 人 

監 事 定数 1 人～2 人  任期 4 年 

 現在数 常勤 0 人、非常勤 1 人、計 1 人 

評議員 定数５人～12 人 任期 4 年  

 現在数 常勤０人非常勤 6 人、計 6 人 

選考委員 定数 5 人～10 人、任期 2 年 

 現在数 5 人   
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３．会議等に関する事項 

 

（１） 理事会および評議員会 

 

開催年月日 議事事項 会議の結果 

令和 2 年 6 月 19 日 

理事会開催 

（決議の省略） 

評議員会の開催に関する件 

 

評議員会の開催が決議された 

奨学事業積立金取扱規程改訂の件 原案通り可決した 

法人運営積立金取扱規程承認の件 原案通り可決した 

令和元年度事業報告及び決算書類承

認の件 

原案通り可決した 

令和 2 年 6 月 26 日 

評議員会開催 

（決議の省略） 

令和元年度事業報告及び決算書類承

認の件 

原案通り可決した 

令和 2 年 7 月 3 日 

理事会開催 

（決議の省略） 

評議員会の開催に関する件 

 

評議員会の開催が決議された 

令和 2 年 7 月 6 日 

評議員会開催 

（決議の省略） 

定款変更承認の件 原案通り可決した 

令和 2 年 7 月 8 日 

理事会開催 

（決議の省略） 

新型コロナウイルスの影響により困

窮する日本人大学生・院生に対する緊

急支援の申し込み要項承認の件 

原案通り可決した 

令和 2 年 9 月 28 日 

理事会開催 

（決議の省略） 

株主権行使承認の件 

 

株式会社ﾊﾟﾝ･ﾊﾟｼﾌｨｯｸ･ｲﾝﾀｰﾅｼｮﾅﾙﾎｰﾙﾃﾞ

ｨﾝｸﾞｽの定時株主総会において株主権

を行使する件 原案通り可決した 

選考委員２名追加承認の件 原案通り可決した 

奨学生選考委員会規程改訂の件 原案通り可決した 

選考基準制定の件 原案通り可決した 

令和 2 年 11 月 13 日 

理事会開催 

（決議の省略） 

各募集要項承認の件 原案通り可決した 

令和 3 年 1 月 8 日 

理事会開催 

（決議の省略） 

海外で学ぶ外国人学生に対する支援

事業追加による内閣府への変更認定

申請の承認の件 

原案通り可決した 
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上記に係る事業の収支予算書承認の

件 

原案通り可決した 

令和 3 年 3 月 23 日 

理事会 

 

選考委員選任の件 原案通り可決した 

令和 3 年度事業計画および収支予算

書承認の件 

原案通り可決した 

資金調達及び設備投資の見込み承認

の件 

原案通り可決した 

株式会社ﾊﾟﾝ･ﾊﾟｼﾌｨｯｸ･ｲﾝﾀｰﾅｼｮﾅﾙﾎｰﾙ

ﾃﾞｨﾝｸﾞｽ及び株式会社ﾊﾟﾝ･ﾊﾟｼﾌｨｯｸ･ｲﾝ

ﾀｰﾅｼｮﾅﾙ･ﾄﾚｰﾃﾞｨﾝｸﾞとの出向契約の件 

原案通り可決した 

代表理事・業務執行理事の職務の執行

の状況の報告 

報告を行った 

 

４．許認可に関する事項 

   「該当事項なし」 

 

Ⅲ．事業報告の附属明細書 

事業報告の附属明細書に記載すべき事項はありません。 

 


